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国民性に関する意識動向継続調査について

情報・システム研究機構統計数理研究所
前田 忠彦

1.はじめに
本稿では統計数理研究所が2012年度から実

施している「国民性に関する意識動向継続調査」
と呼ばれる継続（パネル）調査のプロジェクトの
概要と成果の一部を紹介する。この調査はパネ
ル調査として2015年度まで年に1度、4回にわたっ
て実施されてきたが、以下プロジェクト名に合わ
せてパネル調査ではなく継続調査という呼称を
本稿では用いる。

パネル調査は、一度調査に協力した方に間を
空けて、繰り返し調査への協力をお願いする調
査であり、近年日本の社会諸科学で、重要視さ
れるようになってきた調査手法である。その特徴・
利点は、同じ対象者から繰り返し（基本的には同
一の質問項目に関する）回答を得ることで対象者
の状態の変化を測定し、それに関する詳細な分
析を行えることにある。

以下、この継続調査の背景となる「日本人の国
民性調査」に関する簡単な紹介から始め（第2節）、
意識動向継続調査の設計と実施概要（第3節、こ
こに継続調査からの脱落状況の簡単な分析も示
す）、調査方法論上のいくつかの分析（第4節）、
おわりに（第5節）の順に説明しよう。本来、調
査を通じて内容面でどのようなことが分かったの
か、という点を成果として紹介すべきであろうが

（例えば日本人の意識にどのような変化があった
のか）、それについては別の機会に譲ることとし
たい。

本稿の内容は著者の個人的な見解を示すもの
であり、本プロジェクトを担当するグループや
統計数理研究所全体を代表するものではないが、
本稿に記載されたことは、関わった全員の貢献
に基づく成果であることに変わりはない。

2.日本人の国民性調査
「日本人の国民性調査」は統計数理研究所が

1953年 の 第1次 調 査 以 来、1958年 に 第2次、
1963年に第3次… のように実施を繰り返してき
た継続社会調査である。縦断的調査というよう
な呼び方をされることもあるが、継続社会調査は、
同じ母集団に対して同じ調査方法・同じ調査項
目で繰り返し調査を行うことを指し、横断的調査
を時間をおいて繰り返していることから反復横断
調査という呼び方をするのが分かりやすいかも
知れない。対象者は、（時間経過にともなう生年
範囲の移動はあるものの同一の定義に基づいて
設定される）母集団から調査の都度、無作為抽出
される標本であり、一度抽出された標本を追跡
して（同じ対象者に）間をおいて調査協力をお願
いするパネル調査とは異なる。反復調査により、
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社会全体の変化を捉えることができる。少なくと
も日本では（恐らく世界全体でも）同一の主体が
同一テーマで繰り返してきた調査としては最長の
歴史を持つものであり、戦後日本社会の変化を
人々の意識の面から跡づける資料として、さまざ
まな分野で結果が活用されてきた。直近の実施
は2013年度の第13次全国調査であり、その結
果については例えば中村・土屋・前田(2015)を
参照されたい。

ところで統計数理研究所は、以前は文部（科
学）省下に置かれた国立の研究所であったが、現
在では法人化され、大学共同利用機関法人情報・
システム研究機構の下に置かれている。この点
にわざわざ言及した意図は、本稿の趣旨からす
れば脇道であるけれども、形式的なこととはい
え主体の設置者が変わったことは様々な側面で、
調査の実施プロセスに多少なりとも影響したよ
うに思えるからである。以前は、文科省の研究
所の調査といえば、例えば台帳閲覧の許可を求
める際の市区町村の担当部課の対応や、調査の
協力依頼を受けた対象者の反応も好意的であっ
た（か、少なくともすぐに調査主体の性格は理解
された）のだが、現在では「大学共同利用機関法
人の」などと言っても、まず知っている人はなく、
説明に苦労することも多い。統計数理研究所自
体は研究者の間にはある程度知られていても、
世間的には知名度が高い訳ではなく、こうした調
査主体のわかりにくさというのは、プロジェクト
を担当している身としては「時計修理の研究所？
何だそれは？」と対象者に聞き返されたというよ
うな（本当にあったのかどうか分からないような）
笑い話で済ませられる話ではない。主体への信
頼感は対象者が調査に応じるかどうかを決断に
影響を与える重要な要因のはずである。

本題に戻り、「国民性調査」のプロジェクトは、
長期にわたる調査の継続によって、（戦後の）日
本社会におけるさまざまな価値・考え方・意識
の変化を定位する資料を得ることを第一義的な
目的とするが、それ以外に調査方法上の研究を
行うことや調査データの解析のための新しい統
計的な方法の開発研究を行うことも目的としてい
る。この3つの目的を持つことが、国民性調査周
辺の調査プロジェクトの性格もある程度決めるこ
とになる。

3.意識動向継続調査の設計と実施概要
さて本稿の主題である「国民性に関する意識動

向継続調査」（以下単に「意識動向継続調査」）は
このような「日本人の国民性調査」の周辺のプロ
ジェクトとして企画・実施されたものである。統
計数理研究所内で社会調査の研究グループは、
5年に1度の「日本人の国民性調査」や不定期に
行われる国民性の国際比較調査などの基幹プロ
ジェクトに加えて、特に国民性調査の実施年で
ない中間年には、さまざまな調査を企画実施し、
調査方法論研究の素材としつつ今後の日本人の
意識動向を探る資料を収集している。以下意識
動向継続調査の設計と実施概要を紹介する。初
回の2012年調査についてやや詳しく述べよう。

【2012年度調査からパネル構築まで】
　意識動向継続調査の第1回（2012年度）調査は、
面接法と留置法を併用して2013年1月から2月
に実施した（前田・中村, 2014）。
［目　的］ 日本人の国民性に関わる調査項目の

うち、東日本大震災やその他の社会情勢の
変化を受けて、従来の調査から意識の大き
な変化が予想される項目の動向を探る。ま
た、震災前後の意識や行動の変化そのもの
をテーマとした質問や、地域活動等の新た
な質問項目により国民性研究の新たな局面
を捉えるきっかけとする。更に調査モード間
の比較研究を行うと共に、本調査をパネル
調査の第1回目の調査と位置づける。以下同
一協力者に調査を繰り返すことで、震災後
の数年程度を範囲とする比較的短い期間に
おける意識や行動の個人内での変化を検討
する資料とする。

［調査方法］ 面接聴取法および留置法による。
［調査内容］ 身近な事柄についての意見、人間

関係観・自然観、不安感、東日本大震災前
後の意識や行動、地域活動への参加やそれ
をめぐる意識、選挙への参加等。

［調査対象者］ 全国の20-79歳の男女個人
［標本設計］ 層化二段無作為抽出。面接法 250

地点 3000名(1地点12名)、 留置法 250地
点 3500名(1地点14名)。

［調査時期］ 2013年1月中旬～ 2月中旬
　計画標本に対する回収、更に回収者中の継
続調査への協力の同意が得られた対象者の内
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訳は表1の通りとなっている。この3019名を
2013年度以降の第2 ～第4回調査のパネル（対
象者集団）のベースとする。回収率は面接法が
50.9%、留置法が60.5%と後者が高くなってい
る。このような留置法の回収率の相対的な高さ
は、他の比較事例でも観察されるようだが、面
接調査と異なり対象者本人ではなく家族等を通
じて協力依頼や回収を行うことができるケース
があることに理由の一部があるだろう。また協
力者のうちの継続同意率は面接法が87.1%、留
置法79.8%と後者が低いことも特徴となってい
る。

6500名の計画標本のうち（回収者ではなく）パ
ネルに加わった3019名（すなわち継続協力への
同意）がどのような特性を持つかをロジスティッ
ク回帰分析で検討すると、有意な説明変数は（同
意方向への寄与を＋と表現して）、性（女性＋）・
年齢の主効果および年齢と第1回調査の調査法の
交互作用（面接のほうが年齢間の差が大きく、70
代を除けば高齢層が＋）、都市規模（人口規模が

小さいほうが＋）、地域ブロック（関東と近畿が－）
等となった。

【第2回～第4回継続調査の実施概要】
　第2回～第4回継続調査は、第1回調査の調査
方法を問わず、郵送法により行った。2013年
度～ 2015年度の各年度に約1年の間をあけて、
2013年度と14年度は年末から年明けにかけて、
2015年度のみ年明けに開始して、回収期間を約
2 ヶ月設けて実施した。各調査回の前には前回調
査で得られた結果の概要報告書等を協力者に送
付し、継続の動機付けを高める工夫をした。

【継続調査における脱落状況の概要】
表2は第1回調査の方法別の第2 ～第4回調査

の協力状況をまとめたものである。
第4回目までの有効回収者は当初設定パネルに

含まれる協力者の52.5%となっており3回の継続
を通じて半分近くまでパネルが摩耗した。この際
の前年度からの維持率は後ろの調査回ほど高い。
表3の各年度で第1回調査の方法（面接・留置）
別の維持状況を比較することができるが、統計

表１　世論調査に対する意見（世論調査に『注意を払っている』人別）

面接法 留置法 合計人数

調査不能 1472 49.1% 1386 39.6% 2858

調査有効 1528 50.9% 2114 60.4% 3642

[ 継続調査同意者 ] [1331] [87.1%] [1688] [79.8%]  [3019]

計画標本 3000 100.0% 3500 100.0% 6500

表2　第1回の調査法別の第2～第4回調査の協力・脱落の状況の要約

第2回調査の結果 第3回調査の結果 第4回調査の結果
第1回調査種別

合計
第1回調査種別

合計
第1回調査種別

合計
1 面接 2 留置 1 面接 2 留置 1 面接 2 留置

1 有効回収
度数 956 1217 2173 785 1005 1790 693 891 1584

(列%) 71.8% 72.1% 72.0% 59.0% 59.5% 59.3% 52.1% 52.8% 52.5%

2 返送後無効
度数 13 9 22 5 6 11 8 5 13

(列%) 1.0% .5% .7% .4% .4% .4% .6% .3% .4%

3 返送なし
度数 360 458 818 131 192 323 65 95 160

(列%) 27.0% 27.1% 27.1% 9.8% 11.4% 10.7% 4.9% 5.6% 5.3%

4 未送付/
送付前の辞退

度数 2 4 6 48 23 71 24 20 44
(列%) .2% .2% .2% 3.6% 1.4% 2.4% 1.8% 1.2% 1.5%

5 未送付/
2013年度
までに辞退

度数 -- -- -- 362 462 824 362 462 824

(列%) -- -- -- 27.2% 27.4% 27.3% 27.2% 27.4% 27.3%

6 未送付/
2014年度
までに辞退

度数 -- -- -- -- -- -- 179 215 394

(列%) -- -- -- -- -- -- 13.4% 12.7% 13.1%

合 計 度数 1331 1688 3019 1331 1688 3019 1331 1688 3019
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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的に有意な差が見られる年度はあるものの総じ
て数値としては大きくない。第1回調査の方法に
よる回収傾向の差は特に大きくないようである。

このほか、各年度の有効回収に対する寄与要
因として、属性等に加えて第1回調査時に質問し
た調査協力の理由（積極的な理由か否か）の寄与
をロジスティック回帰分析で検討すると、第2回
調査時の協力に対しては、性・年齢・都市規模
の他に協力理由も有意な効果を持つ（積極的な理
由を挙げた人ほど協力的）一方、先に述べた第１
回調査の「継続協力への同意」に対する結果と異
なり、方法×年齢の交互作用効果は見られなく
なった。第3回、第4回の調査では有意な要因が
減っていき、これは協力的な対象者のみが残っ
て他の要因の寄与が相対的に減じたものと思わ
れる。

4.調査方法論上のいくつかの分析成果
調査の実施目的からすると副次的なことでは

あるが、調査方法論の側面に重点を置いた話題
について、意識動向継続調査の分析結果を2点ほ
ど紹介しよう。

4.1 第1回調査の回収状況についての分析
本項はMatsuoka & Maeda (2015)として公

刊された内容の概要紹介である。この論文では、
計画サンプルの調査協力状況に寄与する要因に
ついて、マルチレベル分析という統計的手法を
使って検討した。マルチレベル分析によって、調
査設計が（層化）二段抽出になっている時に、地
点の中の個人のような階層構造を持っていること
を生かし、個人の回収状況に対して、対象者本
人の属性（時に世帯属性を含む）のような個人の
レベルの説明要因の他に、地点のレベルの説明
要因がいかに関係してくるか、ということを分析
することができる。地点（標本設計上は町丁字に
相当）のレベルの要因とは、例えば人口が集中す
る都市的性格を持つか、農村的な性格を持つか
等の調査地域そのものの性格等のことである。

この論文では、調査不能のタイプを本人の拒
否によるもの、それ以外の拒否によるもの、短期
的な不在によるもの、のように大別した上で、関
連要因を分析した。分析の結果からは、例えば
個人要因としては従来から知られる女性や高年

齢層の協力率の高さや、あるいは留置法で協力
率の高さを示す結果の他、表札を出している世
帯の対象者は概して非協力になりにくいことなど
も分かった。また地点の要因では、人口密度で
測定されるような都市度が高いところは、前述の
3つの不能が生じやすいことに加えて、第一次産
業人口が高い地点で一時不在や本人の拒否が生
じにくいという効果があるらしいこと、地域に相
対的に高学歴層が多い地点で一時不在がおきや
すいこと、犯罪発生率が高い（この要因のみ市区
町村のレベル）地域で、一時不在や本人以外の拒
否が起こりやすいらしいこと、などが分かった。
更に、地点と個人の属性の交互作用として、犯
罪発生率の高い地点の女性という組み合わせや、
犯罪発生率の高い地域の大きな住居に住んでい
る対象者という組み合わせで、本人拒否が生じ
やすいという効果もあるようである。これは対象
者の側の調査（員）に対する警戒心が地点の性格
とも絡み合って調査不能につながっている、との
解釈が可能かも知れない。

従来、日本における各種社会調査の調査不能
をめぐる分析では個人要因と地点の要因は明確
に区別されずに扱われることが多かったように思
うが、地点要因の関与の程度についてより詳細
な情報が得られれば、調査実施管理上のノウハ
ウにつながるかも知れない。

4.2 第1回調査における調査モード間比較
詳細を紹介することはできないが、第1回調査

では面接法と留置法の間の比較も一つの調査目
的となっていた。この二つの方法では、回答者の
回答が記録される際に調査員が介在するか、介
在しないいわゆる「自記式」の調査であるかの違
いが大きく、面接調査で調査員が回答を聞き取
る際に、対象者が多少社会的に望ましい方向に
回答するのではないか、という点が指摘されるこ
とがある。自記式か調査員の聞き取りによるか、
のように調査の測定場面の記録者の条件を調査
モードと呼ぶことがあり、本調査でもそのような
調査モードが回答に影響を与えていないのかと
いう点を検討してみた（尾崎・前田, 2013）。た
だし、面接調査と留置調査では回収率が異なり、
そのために回収された層の対象者属性も異なっ
ている。こうした属性差を統計的に調整（共変量
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調整という考え方による）した上でも、両方法の
結果の違いが偶然の範囲を超えていれば、それ
は調査モードの違いによるものだろうと推論する
ことができる。1個だけ事例を紹介しよう。
「選挙への関心」についての質問で、回答分布

の比較を総数と男女別に、図1に示した。この項
目は衆議院議員選挙での投票は普段どのように
しているかを尋ねているが、面接と留置の間で、

「なにをおいても投票する」の差が13ポイント近
くあり、この差は男女に共通の傾向といえる。留
置調査で「なるべく投票するようにつとめる」と
答える回答層の例えば約1/4程度が、面接調査で
は「なにをおいても」に回答するというような仮想
的な移動によって面接のような数値が得られる。
この項目に限った分析では、こうした差のうちの
32％程度は両モードの回答層の属性差に起因す
るが、残りの部分がモード間の差のようである。
別項目で、直近の国政選挙（今回の調査の場合は
2012年末の衆院選）で投票に行ったかというと
の質問への「投票した」という回答率が、実際の
投票率よりもかなり高く、かつその差は面接にお
いてより大きいという結果を考え合わせると、社
会的に望ましい選択肢のほうを面接調査の回答
者が選びやすいという方向のバイアスを示唆して
いるように思える。

5.おわりに
意識動向継続調査を素材として、主に調査方

法論上の主題に関する研究成果の一部を紹介し
てきた。調査環境の悪化が言われ続け、その中
でも面接調査は苦戦を続けている。実際2節で紹

介した「日本人の国民性調査」も、1980年代前半
の調査までは70％台半ばを確保していた回収率
が、2013年の直近の調査では50％にまで低下
してしまっている。

調査環境の厳しさは現場で働いている調査員
自身が、そして調査会社の実施管理部門のスタッ
フが感じ続け、悩み続けていることであろうかと
想像され、そうした中にあっても、面接調査とい
う貴重なデータ収集手段の質を維持していくた
めにも、よりきめ細やかな実施プロセスに関する
知見が求められていると考えている。

本項で紹介するに至らなかったが、筆者自身
は本稿の調査や日本人の国民性調査の実施時に、
調査員が記録してきた対象者への訪問記録に現
在興味を持っており、分析を進めている。その
成果の一端は前田(2016)をごらんいただきたい。
もちろん本稿に紹介したことがらに限らず、いか
に質の高い調査結果を確保するかという点につ
いて、調査実施にあたって委託側と受託側の問
題意識の共有と緊密な連携が肝要であると考え
ている。

文　献
○前田忠彦 (2016) 訪問調査における調査員活動記録に関する基礎分析, 
　よろん(日本世論調査協会報)117号, 16-21.
○前田忠彦・中村 隆 (2014) 国民性に関する意識動向調査（2012年度）報告書,
　情報・システム研究機構統計数理研究所.
○中村 隆・土屋 隆裕・前田 忠彦 (2015)「国民性の研究 第13次全国調査−2013年全国調査−」
　統計数理研究所 調査研究リポート No.116.
○Matsuoka, R & Maeda, T (2015) Neighborhood and individual factors associated with survey response 

behavior: A multilevel multinomial regression analysis of a nationwide survey in Japan, Social Science Japan 
Journal,18(2),217-232.

○尾崎幸謙・前田忠彦 (2013) 留置法と面接法による調査間の比較分析,
　日本行動計量学会第41回大会発表論文抄録集.
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■パーソナル先端商品の利用状況（第31回）
（調査結果の概要）

1.利用率
ＡＶ関連機器等では、
・「４Ｋテレビ」の利用率は前回と比べ1.7ポイン

ト増の2.7％。
・「ＤＶＤ・ＨＤＤレコーダー／プレーヤー」の

利用率は、前回とほぼ同じ60.5％。一方、「ブ
ルーレイレコーダー／プレーヤー」の利用率は、
前回から2.6ポイント増加して40.2％。

パソコン関連機器等では、
・「タブレット型」の利用率が、前回より4.5ポイ

ント増加して25.7％となり、初めて「デスクトッ
プ型」（24.5％）を上回った。

・「パソコン（計）」の利用率は、前回から2.4ポ
イント上昇して69.7％となった。

通信関連機器等では、
・「スマートフォン」と「携帯電話（スマートフォ

ン以外）」を合わせた「携帯電話（計）」の利用率
は初めて９割に達した。

・「スマートフォン」の利用率は、前回から6.6
ポイント増加して56.3％となり、初めて５割
を上回った。一方で、「携帯電話」の利用率は、
2011年の85.9％から減少を続けて、今回は
50.0％まで落ち込んだ。その結果、「スマート
フォン」の利用率が初めて「携帯電話」の利用
率を上回った。

・「スマートフォン」は、20 ～ 40代では利用率
が８割を超え、特に20代では９割に達した。

　当社が例年実施している「パーソナル先端商品の利用状況」調査について今年の結果を報告します。
この調査は 1986年11月から毎年行っており、今回が31回目です。調査は、20歳以上の全国4,000
人の男女個人を対象として、2016年 2月に個別面接方式で行い、有効回収数は1,200でした。

図表１　利用率・利用意向率
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

90.9

30.2
37.0

14.7
39.1

60.5
40.2

13.1
30.3
26.6

69.7
25.7

12.4
46.3

24.5
53.4

24.1
13.1

53.3
33.8

14.0
10.1

90.1
56.3

50.0

37.0

0.3
8.6

2.2
2.0

3.4
1.6

1.9
1.2

3.4
1.6

1.9
1.2

2.9
11.7

7.9
2.4

3.0
1.2

1.9
1.5

1.5

1.6
1.3

1.9
1.7

5.3
4.9

0.4
1.0

1.4

2.7

2.2

2.0

2.1

Ａ
Ｖ
関
連
機
器

パ
ソ
コ
ン
関
連
機
器

通
信
関
連

液晶テレビ

４Ｋテレビ

ケ－ブルテレビ（ＣＡＴＶ・有線テレビ）

デジタルビデオカメラ

デジタル一眼レフカメラ

コンパクトデジタルカメラ

ウェアラブル機器

ＤＶＤ・ＨＤＤレコーダー／プレーヤー

ブルーレイレコーダー／プレーヤー

携帯メモリーオーディオ（ｉｐｏｄなど）

家庭用ゲーム機

携帯ゲーム機

電子ブックリーダー

パソコン（計）

タブレット型パソコン

モバイルノートパソコン

ノート／ブック型パソコン

デスクトップ型（据置き型）パソコン

パソコン用プリンター

スキャナー

ブルートゥース機器

インターネットの利用

ブロードバンド回線の利用

無線ブロードバンド回線の利用

インターネット電話（ＩＰ電話）

携帯電話（計）

スマートフォン

携帯電話（スマートフォン以外）

ＰＨＳ

家庭用ファクシミリ

＊「パソコン（計）」の利用意向率には、現在すでにいずれかのタイプのパソコンを使っている人の他タイプへの利用意向を含む
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図表2　年代別利用率・利用意向率 （％）

2.今後の（新規）利用意向は、
・「利用意向率が今回最も高かったのは「４Ｋテ

レビ」の8.6％であり、前回より1.5ポイント上
昇した。現時点での利用率は依然として低い
が、将来的な利用の増加が見込まれる。

・次いで利用意向率が高かったのは「タブレット
型パソコン」で7.9％。また、「ノート／ブック
型パソコン」も3.0％と比較的高い利用意向率

を示しており、「パソコン（計）」では11.7％と
今回も高い利用意向率を維持している。

・その他利用意向率の高いものは、「スマート
フォン」が4.9％、「ブルーレイレコーダー／プ
レーヤー」と「デジタル一眼レフカメラ」がとも
に3.4％、「電子ブックリーダー」が2.9％となっ
ている。

AV 関連機器

パソコン関連機器 通信関連

（注）網かけ太字の部分は、全年代の中で最も数値の高いもの　 ※プレーヤー（再生機）およびレコーダー（録画機）
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6月の時事世論調査
6月の時事世論調査の結果、安

倍内閣の支持率は前月比1.5ポイ
ント減の46.1%、不支持率は前
月比4.5ポイント増の34.0％だっ
た。自民党が支援した舛添都知
事の政治資金公私混同問題が影
響したとみられる。

調査は全国の成人男女1,975
人（震災のため熊本県を除く）を
対象に、個別面接聴取法で6月
10日から13日に実施。有効回収

（率）は 1,284（65.0％）。

この時期の国内の動きは、
三菱自動車が日産傘下へ：日

産自動車は、燃費データ不正で
問題となった三菱自動車工業に
対し、約２千億円を出資して傘
下に収めることに（5月12日）。

西洋美術館が世界遺産登録へ：
国際記念物遺跡会議（イコモス）
は、国立西洋美術館本館などフ
ランスの建築家ル・コルビュジ
エが手がけた建築作品をユネス
コの世界文化遺産に登録勧告（5
月17日）。

スズキも不正測定：スズキは
軽自動車など全16車種で、国の
規定と異なる方法で燃費のもと
になるデータを測定していたと
発表。不正は2010年ごろからで、
対象は210万台超にのぼる（5月
18日）。

衆院定数10減：衆院選挙制度
改革で、定数を10減（小選挙区6
減、比例代表4減）して465議席
とする改正法などが参院本会議
で可決、成立した。アダムズ方
式は、2020年国勢調査を基準に
2022年以降導入の見通し（5月
20日）。

Ｇ７財務省会議：仙台市で開
かれた先進7カ国財務相・中央

ルで開催されたアジア安全保障
会議で、中国は南シナ海の領有
権をめぐる仲裁裁判所の判断に
は従わないと強気の姿勢を示す

（6月5日）。
民主党候補はクリントン氏確

実：米大統領選の民主党候補指
名争いは、ヒラリー・クリントン
前国務長官が代議員総数の過半
数を確保したと米ＣＮＮなどは
報じた（6月7日）。

米で銃乱射事件：米フロリダ
州のナイトクラブで50人が死亡、
53人が負傷した乱射事件が発生、
過激派組織イスラム国が犯行声
明（6月12日）。

政党支持率　自民党は前月比
0.9ポイント減の24.7％だった。
民進党は2.0ポイント増の6.3％、
公明党は0.4ポイント減の3.7％、
共産党は0.2ポイント減の1.5％、
おおさか維新は0.5ポイント増の
1.6％。支持政党なしは59.3％で
前月より1.9ポイント減少した。

国民の景気感　「良くなった」
は前月より0.9ポイント増加して
6.0％、「悪くなった」は2.9ポイ
ント減少して23.3％。時事世論
景気指数は前月比6ポイント増の
121となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月と変わ
らず4.1％、「苦しくなった」は3.2
ポイント減少して20.9％となっ
た。

銀行総裁会議は、租税回避地を
利用した課税逃れ対策の重要性
を確認した。日本が訴えた財政
出動は、全面的な賛同得られず（5
月21日）。

出生率微増：厚生労働省が発
表した2015年人口動態統計によ
れば、合計特殊出生率は1.46で、
前年を0.04上回り2年ぶりの増
加。最高は沖縄の1.94、最低は
東京の1.17（5月23日）。

伊勢志摩サミット開催：主要7
カ国首脳会議が伊勢志摩で開か
れ、各国首脳はそろって伊勢神
宮を訪問。世界経済への対応や
テロ対策、難民問題、中国を念
頭にした海洋安全保障などにつ
いて協議した（5月26日）。

オバマ米大統領が広島訪問：
オバマ大統領は、米国の現職大
統領として初めて被爆地の広島
を訪問した（5月27日）。

消費税率引き上げ延期：安倍
首相は、消費税率10％への引き上
げ時期をさらに2年半先延ばしし
て2019年10月にすると表明。延
期は2回目となり、これで当初か
ら4年延びたことになる（6月1日）。

国外では、
パナマ文書公開：租税回避地

を使った課税逃れを追及してい
る国際調査報道ジャーナリスト
連合は、租税回避地に設立され
た約21万4千法人と関連する約
36万件の個人や企業の名前・住
所のリストを公開した（5月9日）。

比大統領にドゥテルテ氏：フィ
リピンのアキノ大統領の後任を
決める大統領選で、ミンダナオ
島ダバオ市のロドリゴ・ドゥテ
ルテ市長が当選を確実にした（5
月10日）。

エジプト航空機墜落：乗員乗
客66人を乗せたパリ発カイロ行
きの国営エジプト航空機が地中
海上空で消息を絶ち、その後墜
落が確認される（5月19日）。

シリアで爆発相次ぐ：シリア
地中海沿岸の２都市などで爆弾
テロとみられる爆発が相次ぎ、
シリア人権監視団は150人近く
が死亡と伝えた（5月23日）。

アジア安保会議：シンガポー

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2008年 09年 10年 11年 12年 13年 14年 15年
42.0 61.0 96.8 84.1 97.2 143.8 129.1 126.0
15年（５月）（６月）（７月）（８月）（9月）（10月）（11月）

134 131 124 132 123 123 130
（12月） 16年（１月）（２月）（３月）（４月）（５月）（６月）

129 132 111 120 112 115 121
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